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ト 会社と係争中である者
チ その他会社に著しい損害を与える等、
契約の相手方とすることが不適当と認め
られる者
リ イからチの一に該当する事実があった
後２年を経過しない者を、契約の履行に
当たり、代理人、支配人その他の使用人
として使用した者

三 前号の規定に該当する者を入札又は見積
りの代理人として使用する者

] 入札書受領期限の日までに以下の書類を提
出し、一般競争入札参加資格の確認を受けた
者であること。
{ 商業登記簿謄本の写し
| 直近の財務諸表類
} 納税証明書の写し（書式その３・その３
の２・その３の３のうち、いずれか一枚）

~ 会社の経歴を記載した書類
（会社更生法（平成14年法律第154号）

に基づき更生手続開始の申立てがなされて
いる者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決
定後、当該支社等の長が別に定める手続き
に基づく一般競争入札参加資格の再確認を
受けていること。）

^ 入札書の受領期限から開札の日までの期間
に資格登録停止を受けている期間中でないこ
と。

_ 当該購入等又はこれと同等の類似品に係る
製造実績又は納入実績があることを証明した
者であること。

` 当該購入等に関し迅速なアフターサービ
ス・メンテナンスの体制が整備されているこ
とを証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書等の交付場所及び問い合わせ先
〒105`6011 東京都港区虎ノ門４`３`１
中日本高速道路株式会社 東京支社 総務
企画部契約チーム サブリーダー 濱畑 和
彦 電話03`5776`5600

] 入札説明書等の交付方法
{ 交付期間 平成22年５月20日から平成22

年７月12日までの土曜、日曜及び祝祭日を
除く毎日午前10時から午後４時まで。

| 交付方法 無料交付で直接行うものとす
る。

^ 入札書の受領期限
{ 受領期限 平成22年７月12日午後４時00

分（郵便による入札についても、同時刻）
| 提出方法 持参又は郵送すること。（電送
による入札は認めない。）

_ 開札の日時及び場所
{ 日時 平成22年７月29日午前13時30分
| 場所 中日本高速道路株式会社 東京支
社７階入札室

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約責任者から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 手続きにおける交渉の有無 無
b 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takahisa Takamatsu, Di-

rector General of Tokyo Branch, Central

Nippon Expressway Company Limited

] Classifications of the products to be pro-

cured : 17

^ Nature and quantity of the products to be

procured : 12 TruckWith Traffic Sign

_ Delivery period : 25 December 2010 and

20 October 2011

` Delivery place : Gotenba, Fuji, and New-

Tomei-Hamakita Maintenance and Cus-

tomer Service Center, Tokyo Branch, Cen-

tral Nippon Expressway Company Limited

a Qualifications for participating in the

tendering procedures :

{ Not come under Article 11 of the Cen-

tral Nippon Expressway Company regu-

lation concerning the contract procedures

| Have been qualified through the ex-

amination of the documents submitted.

Submit following documents till time-

limit for tender.

・Copy of the commercial register

・The latest financial statements

・Copy of certificate of tax payment

・Document that described company ca-

reer

} Have proven to have actually manu-

factured or delivered the products con-

cerned or the products with perfomance

similar to that of the products concerned

~ Have proven to have prepared system

to provide rapid after-sale service and

maintenance for the products concerned

b Time-limit for tender : 4 : 00 P.M.12 July

2010 (Tenders submitted by mail : 4 : 00

P.M.12 July 2010)

c Contact point for the notice : Kazuhiko

Hamabata, Manager of Contract Team,

Corporate Dept., Tokyo Branch, Central

Nippon Expressway Company Limited, 4`

3`1 Toranomon, Minato-ku, Tokyo 105`

6011, Japan. Tel 03`5776`5600

２ 指名されるために必要な要件
\ 入札参加者に要求される資格
ア 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支
援機構契約事務規程（平成15年10月機構規
程第78号）第４条又は第５条の規定に該当
しない者であること。
イ 「平成21・22年度役務競争参加資格確認
者」のうち、独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構（以下「機構」という。）
鉄道建設本部大阪支社において、「土木設計
調査」に係る競争参加資格の認定を受けた
者であること（会社更生法（平成14年法律
第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11

年法律第225号）に基づき再生手続開始の
申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、機構鉄道建設本部大阪支社
が別に定める手続に基づく競争参加資格の
再認定を受けていること。）。

] 入札参加者を選定するための基準 競争参
加者の指名基準について（平成15年10月１日
付け経会第24号・鉄業契第７号通達）に定め
る指名基準による。なお、同基準中の「当該
業務における技術的適性」については、建設
コンサルタント登録規程（昭和52年４月15日
建設省告示第717号）その他の登録規程に基
づく登録状況、保有する技術職員の状況、同
種又は類似の役務の実績並びに配置予定の技
術者の資格、役務の経験及び手持ち役務等を
勘案するものとする。

３ 入札手続等
\ 入札説明書の交付 入札説明書は、機構の
ホームページからダウンロードするものとす
る。なお、インターネットに接続できない場
合は、以下の交付場所でも交付する。
ア 交付期間 平成22年５月20日（木）から
平成22年５月31日（月）までの土曜日及び
日曜日を除く毎日、午前10時から午後４時
まで。

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札の選定の手続を開始し
ます。
平成 22年５月 20日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役
鉄道建設本部大阪支社長 鈴木 明

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 27

大支公告第１号
１ 役務概要
\ 品目分類番号 72

] 役務件名 幹線鉄道旅客流動実態調査

^ 役務内容 秋季における特定の平日及び休
日それぞれ１日、全国の幹線鉄道（ＪＲ）に
おいて、調査員が列車に乗り込み、鉄道利用
者に対し調査票を配布・回収し、集計する統
計調査である。調査対象とする優等列車は約
1¶100列車、回収目標調査票数は約80¶000票を
考えている。

_ 履行期限 平成23年３月10日

›
™


		2010-05-19T15:06:32+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




